
平
成

™
™
年

˜
™
月

˜
›
日
火
曜
日

(
号
外
政
府
調
達
第

™
š
›
号
)

官
報

í persons who are presently in dispute

with this company without justifiable

cause.

î persons who are presently delaying the

discharge of their contractual duties.

ï persons who have had an unsatis-

factory achievement record in the past.

ð persons who have failed without justifi-

able cause to discharge their contract.

ñ persons who have made false declara-

tions in connection with competition pro-

cedure(s) or contractual performance.

ò persons who use anyone falling into

any of the above categories as their rep-

resentative at the competition or as a rep-

resentative, manager or other employee

at the time of a contract.

b Time-limit of Tender : 2 : 00 PM 16, Feb.,

2011

c Contact point for the notice : Kanta

Imase Purchasing & Stores, Finance Dept.

West Japan Railway Company 2`4`24

Shibata Kita-ku, Osaka-shi 530`8341 Ja-

pan. TEL 06`6375`8984

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年 12月 14日

支出負担行為担当官
国立療養所菊池恵楓園
事務部長 北見 学

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 43

〇第 47号（c47）
１ 競争入札に付する事項
\ 品目分類番号 41

] 工事名 国立療養所菊池恵楓園 第三セン
ター整備その他工事（建築）

^ 工事場所 熊本県合志市栄3796

_ 工事内容
・「第三センター」新築（ＲＣ`１Ｆ延べ約
6¶000fl）及び「第三センター」周囲の敷
地造成（敷地面積約19¶000fl）
・「第三センター」に接続する療養歩道（開
放型）の新築（約250fl）並びに既設療養
歩道との取合い改修 一式
・「第三センター」の建築障害になる建築物
解体（平屋建て、木造4383fl・ＲＣ造28fl・
Ｓ造425fl・ＣＢ造９fl）

・総合汚水処理設備中継槽の移設その他「第
三センター」の建築障害になる設備切廻し
一式
・「第三センター」周回道路（約2¶000fl）
及び入所者向け駐車場新設（約2¶000fl）
並びに設備切廻しによる舗装剥ぎ取りに伴
う舗装更新（約1¶000fl）一式
・周辺樹木の伐採及び移植 一式
・その他「第三センター」建築にかかわる付
帯事項一式

` 工期 契約締結日から平成23年10月31日ま
で

a 本工事は、入札時に施工方法等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式の
適用工事である。（入札説明書参照）

b 本工事は、「建築工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

c 本工事においては、資料の提出、入札等を
電子入札システムにより行う。なお、電子入
札システムにより難いものは、発注者の承諾
を得て紙入札方式に代えることができる。

２ 競争参加資格
\ 競争参加者は次の]からÊまでに掲げる条
件を全て満たしている単体有資格者（経常建
設共同企業体を含む。以下同じ。）。

] 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同70条中、特別の理由がある場合
に該当する。

^ 厚生労働省から九州ブロックにおける「建
築一式工事」に係る「Ａ等級」の一般競争参
加資格の認定を受けていること。（会社更生法
（平成14年法律第154号）に基づき更生手続
き開始の申立てがなされている者、又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき再
生手続き開始の申立てがなされている者につ
いては、手続き開始の決定後、九州ブロック
の一般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）

_ 厚生労働省から九州ブロックにおける「建
築一式工事」に係る一般競争参加資格の認定
の際に客観的事項（共通事項）について算定
した点数（以下「客観点数」という。）が
1¶250点以上であること。また、^の再認定
を受けた者にあっては、当該再認定の際に客
観点数が1¶250点以上であること。

` 会社更生法に基づき更生手続き開始の申立
てがなされている者、又は民事再生法に基づ
き再生手続き開始の申立てがなされている者
（上記^の再認定を受けた者を除く。）でない
こと。

a 平成12年12月１日以降に、元請として完
成・引渡しが完了した下記の要件を満たす同
種工事の施工実績を有すること。
（共同企業体の構成員としての実績は、出
資比率20％以上の場合のものに限る。また、
施工実績は施工中のものを除く。）
なお、当該施工実績が500万円を超える請
負工事に係る施工実績にあっては、工事成績
評定表の評定点合計が65点未満のものを除く
こと。
Ê プレキャストプレストレストコンクリー
ト造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コ
ンクリート造地上１階建以上、建築基準法
による延べ面積3¶500fl以上の病院または
宿泊施設を有する老人福祉施設の新築又は
増築

b 次に示す事項に対する施工計画等の技術的
所見が適正であること。
Ê 品質管理に係わる具体的な施工計画
Ë 安全管理に係わる具体的な施工計画

c 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
Ê 一級建築施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。なお、「こ
れと同等以上の資格を有する者」とは、１
級建築士の免許を有する者又は国土交通大
臣若しくは建設大臣が一級建築施工管理技
士と同等以上の能力を有すると認定した者
である。

Ë 平成12年12月１日以降に、上記aÊに掲
げる完成・引渡しが完了した工事の経験を
有する者であること。なお、当該経験が

500万円を超える請負工事にあっては、工
事成績評定表の評定点合計が65点未満のも
のを除くこと。

Ì 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
又はこれに準ずる者であること。

d 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、厚生労働省から工事請負契約に
係る指名停止を受けていないこと。

e 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（資本関係又は人的
関係がある者のすべてが共同企業体の代表者
以外の構成員である場合を除く。）。（入札説明
書参照）

Ĉ 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある建設業者でないこと。

D̂ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、厚生労働省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 入札手続等
\ 担当部局 〒861`1113 熊本県合志市栄
3796番地 国立療養所菊池恵楓園事務部会計
課施設管理班 電話096`248`1131 内線
216

e-mail 8301ty01＠keifuen.hosp.go.jp

] 入札説明書の交付期間、場所及び方法 平
成22年12月14日から平成23年２月14日までの
土日祝祭日を除く９時から17時までの間、上
記\の場所において配布する。

^ 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
平成22年12月14日９時から平成23年１月４
日17時までに電子入札システムにより提出す
ること。但し、発注者の承諾を得た場合には、
上記\の担当部局に持参すること。

_ 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。但し、発注者の承諾を得
た場合には、\の担当部局に持参すること。
Ê 電子入札システムによる入札の締め切り
は、平成23年２月21日17時。

Ë 紙により持参する場合は、平成23年２月
22日11時。
開札は、平成23年２月22日11時
国立療養所菊池恵楓園会議室において行

う。

˜
�


		2010-12-13T14:55:55+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




